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1999 年に発生した東海村臨界事故現場から 16km 圏内に位置する大学の学生を対象に、事故から 1
か月後に心的外傷反応、不安反応および、対処行動について自記式のアンケート調査を行った。IES-R
の高得点群（≧ 20）の危険因子は、「男性（OR 4.9）、「将来の健康の問題への強い不安 (OR 4.7)」、「野
菜など食物への強い不安 (OR 3.9)」であった。また事故に関する不安の強さの予測因子は、「事故直後
の強い不安」、「屋内退避経験」、「TV、新聞、ラジオでニュースを関心持って読んだり、視聴した」、「友
人と話し合った / 相談した」の４つであった。本調査の結果から、放射能による健康障害等の事故に関
する不安は情報を積極的に求める行動に関連していることから、事故直後より信頼できる情報源からの
客観的な情報を提供することの重要性が示唆された。
 
背景
第 2 次大戦後、原子力の安全利用とエネルギー安定供給の観点から、世界各地に原子力発電所が設
立された。最初の原子力発電所は、1954 年に旧ソ連が完成したと言われている。日本でも、1966 年
に東海発電所が運転を開始しており、その後日本各地に原子力発電所が立てられ 21)、2011 年の福島第
一原子力発電所事故の発生前までは、その多くが稼働していた。原子力発電所は一度大規模な事故が発
生すると、放射性物質が飛散することによって、地域住民を巻き込んで、広範囲で深刻な影響をきたす
ようになる。代表的な事故として、1979 年のスリーマイル島原子力発電所事故（国際原子力事象評価
尺度（INES）でレベル 5）、1986 年のチェルノブイリ原子力発電所事故（レベル 7）がある。1999 年
9 月 30 日に発生した東海村核燃料再転換工場（（株）ジェー・シー・オー、以下 JCO）での臨界事故
はスリーマイル島につぐレベル４の事故であったが、10km 圏内の約 30 万人の住民が避難あるいは屋
内退避し、JCO 従業員、防災関係者、周辺住民など 319 人が 1mSV（一般人の年間実効線量当量限度）
以上の放射線を浴びたと推定されており、最終的に 2 名の JCO 従業員が亡くなった 6)。また、直接の
放射能汚染はなかったにもかかわらず、農作物に対して風評被害が生じ、周辺住民の経済や生活面への
東海村臨界事故急性期における大学生の
心理反応と対処行動
 The Acute Psychological Responses and Coping Behaviors in the 
Tokaimura Criticality Accident among College Students 
心理臨床センター紀要　第15号
2
影響は極めて大きかったと考えられる。
放射線や放射線物質による被害の特徴として、被ばくが目に見えないこと、また仮に被ばくレベルを
測定したとしても非確率的影響への不安が残ってしまうことが挙げられる。したがって、周辺の住民は、
将来的な健康への不安や次世代への不安を中々打ち消すことができない。目に見えない被害に対しては、
正確な情報の提供が重要であるが、行政や専門家の説明があいまいであったり不十分であること、被ば
くの危険性にかたよったメディアの報道、流言などによっても影響を受けると考えられる 4)。長崎市の
原爆では、実際には被ばくしていない地域の住民において誤った知識（閃光を見たことを被ばくしたと
信じている）が 60 年以上経過した時点での不良なメンタルヘルスに関連していることが明らかにされ
ており 11)、実際の被害だけでなく、情報の不足や正確性、また被ばくの認識などがメンタルヘルスに
影響を与えると考えられる。更に、放射能汚染地域とされる住民に対する偏見や差別、農作物等への風
評被害も二次的ストレスとなる 4)。武部 20) は、東海村臨海事故にあたって、メディア等の不正確な情
報が不必要な恐怖をあおっている可能性を指摘するとともに、住民が不安と感じた低線量の放射線の生
物学的影響の研究を推進するべきだと述べている。
このように放射能汚染や被ばくへの不安は、確実に安全であるという保障が得られない限り、現実不
安であり、心理的介入のみで軽減することは困難であると思われる。したがって、被災者がどのような
不安・心配を抱いているかを明らかにするとともに、被災初期から可能な限り、正確で科学的根拠に基
づいた情報を提供する必要があるが、そのためには、被災者がどのような形で不安に対処しているのか
を知ることが重要である。
本研究については、心的外傷反応に焦点を当てた分析の部分について既に発表している 15) が、その後、
福島第一原子力発電所事故が発生したこともあり、放射能被ばく・汚染に対する不安への心理的ケアの
ニーズが増加していることを踏まえ、今回、あらためてデータを見直すとともに、事故に関連する不安
とその対処行動の関連について発表するものである。
 
方法
対象者及び調査方法
当時、著者らが所属していた A 大学の学生を対象とした。この大学は、臨界事故が発生した東海
村ウラン加工工場から約 16km 離れた所に位置していた。本調査は、自記式調査票による横断調査
である。東海村臨界事故から約 1 か月後の時点で、講義の際に、調査の趣旨について受講生に説明
した上で、調査票を配布し、授業終了後に回収した。
 
評価
調査票は、個人属性（年齢、性別）、事故時の状況（事故現場からの距離、避難行動）、事故に関連し
た不安、心的外傷反応（IES-R）、事故後の対処行動によって構成されている。
 
事故に関連した不安
　事故後の数日の不安について 4 段階（強く感じた、かなり感じた、少し感じた、ほとんど感じなかっ
た）で尋ねた。また、事故から調査時点の不安については、事前に学生の自由記述から得られた不
安に感じることとの中で多かった 6 つの項目（現在および将来の健康、水、食物、外出、事故地域
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を通ること）についての不安を 3 段階（強く感じた、少し感じた、全く感じなかった）で尋ねた。
この 6 項目の合計得点を放射能汚染に対する不安の強さを示す不安尺度として分析した。この不安
尺度の Cronbach のα係数は .81 であり、内的一貫性が確認された。
 
心的外傷反応
　放射線事故に対する心的外傷反応の評価として日本語版出来事インパクト尺度改訂版（impact of 
event scale revised, IES-R）を用いた。IES-R は、22 項目 5 件法の自記式尺度であり、Asukai ら
によって日本語版が作成され、信頼性 (Cronbach’s α＝ .92 - .95)、妥当性が検証されている 2)。本
調査対象者での Cronbach のα係数は .91 であり、十分な内的一貫性が認められた。Asukai ら 2) は、
24/25 を心的外傷後ストレス障害（posttraumatic stress disorder、以下 PTSD) のカットオフ値と
している 2)。
 
事故についての対処行動　
　事故に対する対処行動として、以下の6項目の行動の実施の有無を尋ねた。：「事故についてのニュー
ス（新聞、テレビ、ラジオ）を関心をもって読んだり聴いたりした」、「事故についてインターネッ
トその他で情報を集めた」、「県庁や他の役所に問い合わせや相談を行った」、「家族と話しあったあ
るいは、相談した」、「友人と話しあったあるいは、相談した」、「なんらかの専門家（医師、放射線
技師など）に相談した」。
 
分析方法
各項目についての記述的分析の他、心的外傷反応と事故に対する不安の関係を見るため、IES-R と
不安尺度の合計得点の相関を求めた（Pearson’s r）。心的外傷反応の強さのリスク要因を分析するた
め、IES-R 得点で 2 群に分け、他の項目との関連を調べた。本来、Asukai ら 2) の推奨するカットオ
フ値（24/25）で PTSD 群と非 PTSD 分けるべきだが、25 点以上のサンプルが 12 名（3.9%）と少
なく、統計解析に不十分であることと、実際に機能障害をきたしている学生はいなかったことから、
PTSD の診断閾値ではなく、心的外傷反応の強かった群と弱かった群の 2 群に分けて分析を行うこと
とした。IES-R の度数分布から、10 点以上で急速な分布の低下がみられることから、より確率を高め
るため 20 点以上を IES-R 高得点群 (n = 22) とし、19 点以下を IES-R 低得点群 (n = 284) とした。
この２群を従属変数とし、個人属性、事故時の状況、事故に関連した不安、事故後の対処行動の独立変
数とのクロス集計を行い、関連性を検討した（χ２検定）。さらに、IES-R 高得点群の危険因子を求め
るため、２変量で有意な関連の見られた項目を説明変数として投入し、ロジスティック回帰分析（ステッ
プワイズ法（変数増加法尤度比））を行った。なお、事件に関連する不安は、3 件法での回答であるが、
すべての項目で「全く感じなかった」/「少し感じた」と「強く感じた」の回答割合に大きな差があっ
たことから、「全く感じなかった」/「少し感じた」と「強く感じた」の 2 項目で回帰式に投入した。
事故に関する不安については、６項目の合計得点を従属変数とし、他の項目を独立変数として、不安の
強さの予測因子を検討した。 不安得点の平均点に有意差（Student のt 検定）があった項目を抽出し、
交絡要因を除外するため、不安得点を従属変数として重回帰分析を行い、放射能事故に関する不安の予
測因子を検討した。分析はすべて両側検定、α =.05 とした。統計解析には、IBMⓇ SPSSⓇ Statistics 
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version21 を用いた。
 
倫理的配慮
当時、実施大学に倫理委員会がなかった為、事前に心理および法律専門家である教員に研究計画を検
討してもらい、最終的に学長に許可を得て実施した。調査票は、匿名とし、内容には個人情報を排除し
た。調査にあたって、学生に調査目的や内容、調査の回答の有無による不利益が生じないこと、調査票
の提出を持って調査同意とすることを説明した。また、調査後に精神的な不安等があった場合には、学
生相談が対応できることを伝えた。この研究についての利益相反は存在しない。
 
結果
対象者の属性（表１）
授業を受講した学生のうちほぼ全数である 317 名から回答が得られた。そのうち、性別、年齢、
IES-R の記載もれのあった 11 名を除外した 306 人を分析対象とした（有効回答率 96.5%）。対象者
の性別は女性が 189 名（61.8%) であり、平均年齢 19.6 歳（SD　1.3）であった。事故時に JCO か
ら 500m 以内のところにいたものが 3 名（1.0%）おり、10km 圏内にいたものは 67 名（21.9%）で
あった。また、避難行動では、避難所（舟石川コミュニティセンター）に避難したものが 1 名 (0.3%)、
屋内退避を行ったものが 130 名（42.5%）であった。
 
事故直後の不安および事故に関する不安反応（表１）　　
　事故直後から数日間の間に何らかの不安を感じた対象者は83.3%であり、不安を強く感じたも
のが11.1%であった。事故に関連する不安を強く感じたことで多かったのは、東海村を通ること
（39.2%）であり、他の項目については11 - 16%が強い不安を感じていた。
 
事故についての対処行動（表１）
　　事故についての対処行動で最も多かったのは、「TV、新聞、ラジオで事故についてのニュースを
関心を持って読む/視聴する」（95.8%）であった。インターネットでの情報収集は12.1%とTV等公
共メディアより少なかった。約60-70%の学生が、家族や友人と話し合ったり相談していた。一方行
政や専門家などより確実性の高い情報源への相談は1 - 2%程度と少なかった。
 
心的外傷反応の危険因子
　IES-Rの合計得点の平均は4.7（SD　7.8）であり、最も多かったのが0点（116名，37.9%）で
あった。25点以上のものは12名(3.9%)、20点以上のものは22名(7.2%)であった。不安尺度とIES-R
には、有意な相関がみられた（r = .245, p < .001）。
　IES-R得点を2群（IES-R高得点群（20点以上）と低得点群（20点未満））に分けて、その他の
項目との関連性を見たところ、高得点群で有意に割合が高かった項目は、男性　(χ2　(1, N = 306) 
= 9.00, p=.005)、現在の健康障害への強い不安(χ2 (1, N = 306) = 15.3, p = .001)、将来の健康障
害への強い不安(χ2 (1, N = 306) = 14.2, p = .001)、水を飲むことへの強い不安(χ2 (1, N = 284) = 
5.9, p = .028) 、野菜等食物への強い不安(χ2 (1, N = 306) = 11.9, p = .002)、外出することへの強
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い不安(χ2 (1, N = 305) = 5.1, p = .037)であった。事故直後の不安、事故発生時の事故現場からの
距離、屋内退避の経験、対処行動の差は見られなかった（表2）。
　2変量で有意差および傾向のあった項目についてロジスティック回帰分析を行ったところ、男性
（OR 4.9，95%CI(1.8 –13.5), p = .002）、将来の健康の問題への強い不安(OR 4.7, 95%CI(1.7 – 
13.2), p = .003）、野菜など食物への強い不安（OR 3.9. 95%CI(1.4 – 10.6), p = .009）の3項目が
心的外傷反応が高得点群となる危険因子であった（表3）。
 
　事故に関する強い不安の予測因子（図1）
　　事故に関連する不安尺度得点の平均点には、性差および事故現場からの距離での有意な差はなかっ
たが、「屋内退避を行った」（t(300) = 3.7, p < .001）、「事故直後の不安をかなり/強く感じた」
（t(302) = 11.3, p < .001）、「TV、新聞、ラジオでニュースを関心持って読んだり、視聴した」
（t(304) = 3.0, p = .003）、「行政機関に問い合わせ/相談を行った」（t(304) = 2.4, p = .018）、
「家族と話し合った/相談した」（t(304) = 4.78, p< .001）、「友人と話し合った/相談した」
（t(304) = 3.4, p = .001）、「専門家に問い合わせ/相談した」（(304) = 2.7, p = .007）人におい
て、有意に得点が高かった。
　  不安尺度の合計得点を従属変数とし、有意差のあった項目を投入して重回帰分析を行ったところ、
「事故直後の強い不安」、「屋内退避経験」、「TV、新聞、ラジオでニュースを関心持って読んだ
り、視聴した」、「友人と話し合った/相談した」が有意な予測因子であった。その中でも、「事故
直後の強い不安」が最も「事故に関する不安」に大きく関連していた。このモデルの自由度調整済
み決定係数（R2）は　.34であり、有意ではあるが、説明力はそれほど大きくはなかった。
　　説明変数同志の関係では、「事故直後の強い不安」は、「ニュースを読む/視聴する」以外のすべ
ての変数と有意な相関があった。一方、「ニュースを読む/視聴する」ことは、「友人と話す/相談
する」ことと相関していた。「屋内退避経験」は、「事故直後の強い不安」とのみ有意な相関があ
り、「家族と話す/相談する」は、「友人と話す/相談する」、「行政への問い合わせ/相談」と有意
に相関していた。また、「専門家への問い合わせ」は「行政への問い合わせ/相談」と有意な相関が
あった。
 
考察
本調査の対象となった学生では、深刻な放射線被害を受けた者はおらず、極めて近接（500m 圏内）
にいた学生は 3 名のみであったが、この時点で、重篤な放射線障害の可能性のある JCO 職員が 3 名
発生した（最終的には 2 名死亡している）ことがすでに報道されており、約 33% の学生が不安をある
程度強く感じていた。DSM- Ⅳ 1) では、PTSD となる体験として、診断基準の中で「実際に死ぬある
いは重症をおうような出来事（A1）」であることと、「本人が、強い恐怖心や無力感や戦慄を示したこ
と（A2）」としており、東海村臨界事故は、本調査の対象者にとって、A1 には、該当しないものでは
あるが、A2 のような反応を示したものは存在する可能性があった。したがって、強い心的外傷反応を
示した学生はいたと考られるであろう。本調査で、IES-R で PTSD が疑われるレベル（25 点以上）2)
の反応を示した学生は 3.9% であった。この割合は、日本人の一般住民を対象とした調査における過去
12 か月の有病率（0.7%）9) より高い値である。蓑下ら 14) は、高校生を対象に東海村臨界事故に対する
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精神的反応を調べているが、事故後 15 日の時点で、IES-R25 点以上の学生の割合は、事故近隣（10km
以内）の高校生が 5.5%、100km 以上離れた他県の高校生で 6.4% であり、3 か月後でも変化はなかっ
た。この調査では、IES-R の平均得点は 6.1（SD　9.7）であり、本調査（4.7）よりも高い値を示し
ていたことから、より年代の若い住民において心的外傷反応が強く示されていたと考えられる。小西ら
12) は、事故後 13-15 日時点で「子どものケア」についての研修会に参加した住民を対象に調査してい
るが、この集団においては IES-R の平均得点は 8.7（SD9.3）、25 点以上の割合のものは 7.2% であっ
た。この調査では参加者の多くが子どもを持つ親であったことから、より強い心的外傷反応を示したと
考えられる。その他の放射能汚染事故では、スリーマイル島原子力発電所事故、チェルノブイリ原子力
発電所事故や福島第一原子力発電所事故があげられるが、スリーマイル島原発事故の際は、PTSD の
診断基準が作られていない時期でもあったため心的外傷反応についての研究は少ない。チェルノブイリ
原発事故は、東海村臨界事故より深刻な事故であり、実際の被ばく者も多かったことから精神的影響が
大きく、事故後 2-10 日では急性ストレス反応を示した住民は 75% と報告されている 18)。長期的には、
6.5 年後の住民の PTSD は 2.4% には低下しており、時間経過に伴い減少していくと考えられる 5)。東
日本大震災に対する福島県住民を対象とした健康調査では、PTSD が疑われる住民の割合は、2011 年
が 21.6%、2012 年が 18.3% と日本全体の一般住民の調査 9) に比べ高い割合を示していた 23) が、この
調査では心的外傷体験には地震や津波も含まれており原発事故のみのものではないため、高かったと考
えられる。原発事故に限定した心的外傷反応では、約 100 日後の被災地住民の IES-R の平均得点は 9.1
（SD　12.5）であり、東海村臨界事故より心的外傷反応は強かったと考えられる。
本調査では、心的外傷反応の危険因子として、男性、将来の健康の問題への強い不安、野菜など食物
への強い不安があげられた。PTSD の有病率は女性が高いとする報告が多い 3, 10)。しかし、Ozer ら 16)
の PTSD の危険因子についてのメタアナリシスでは、性別は一貫した危険因子ではないとされており、
蓑下ら 14) の高校生を対象とした調査でも性別における有病率の差はなかった。放射能被害では、妊娠
した女性や子どもを持つ女性において PTSD の有病率が高いことが報告されている 5, 22) が、学生など
子どもの不安を抱えていない場合には、女性に有意に高いという報告がないことから、放射能被害にお
いては性別の差は表れにくいと考えられる。本調査では男性において心的外傷反応の強い群の割合が高
かったが、サンプル数も少ないことからこれが一般化できるかは疑問がある。身体健康や摂取する食物
に対する不安を強く持つことが心的外傷反応の強さに関連していたが、この結果は、被災地に派遣され
た救命救急医療関係者の調査とも一致していた 13)。一方、事故現場からの距離や屋内退避の経験、事
故直後の不安（衝撃）は心的外傷反応と関連しておらず、この結果は蓑下らの調査 14) とも一致していた。
我々が過去に行った本調査における報告 15) では、屋内退避経験がある群および事故直後の不安の強い
群において、IES-R 得点の平均値が有意に高いことを示したが、この報告では 2 変量の解析にとどまっ
ており、これらの要因は交絡因子であったと考えられる。福島第一原発事故に関する心的外傷反応の調
査 8) では、福島在住の学生より東京の学生のほうが IES-R 得点が高かったことが示されており、放射
能被害が目に見えないことこと、非確率的影響があることが、遠隔に置いても脅威があるという認知に
結び付くため、現実の距離の関連が明確でないことが考えられる。
本調査の対象者では、心的外傷反応より、事故に関する不安を強く感じた割合（10-20%）が高かった。
本調査では事前の聞き取りから、健康障害、水を飲むこと、食物の摂取、外出、東海村を通ることの 6
項目を取り上げた 15) が、東海村が行った住民意識調査 7) でも健康への不安が最も多く、また、福島第
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一原発事故の際に日本に在住していたイギリス人の調査 17) でも、水や食物、空気などを媒介とした健
康被害や隠れた健康への不安が強いことが示されており、放射能汚染の不安はおもに、身体健康への影
響であり、それらを媒介するようなこと（水、大気、食物等）に曝露されることであると考えられる。
不安反応の強さの予測因子は、「事故直後の強い不安」、「屋内退避経験」、「TV、新聞、ラジオでニュー
スを関心持って読んだり、視聴した」、「友人と話し合った / 相談した」の 4 つの項目であった。蓑下
ら 14) の研究でも、3 カ月後の事故の影響についての不安の高さの予測因子として「屋内退避」経験と、「事
故関連のショックを受けた」ことが挙げられており、我々の研究と一致していた。屋内退避は本来被ば
くのリスクを避けるための対策であるが、前述したように放射能被害が目に見えないため、放射線量の
測定をしなければ被ばくしたかどうかはわからない。したがって、屋内退避したこと自体がハイリスク
集団に属しているという認知となった可能性がある。
事故に対する強い不安と事故後の行動の間に関連が見られたが、不安の結果として、安心できる情報
を求めるために TV や新聞等で積極的に情報を集めたり、友人に話したこと考えられ、必ずしもこう
した行動が不安を高めた因果関係があるとは言えない。しかし、これらの行動が不安を減少させていな
い可能性はある。このことは、事故直後の不安の強さが調査時点の事故関連の不安の予測因子となって
いたこととも関連していると思われる。Rubin ら 17) は、福島原発事故の際に日本に在住していたイギ
リス人の心理的苦痛と、政府の情報や専門家の発言を信じられないことが関連しており、食物や水等が
放射能汚染があることや妊婦や子どもへのリスクがあるという認知が不安に関連していたと報告してい
る。したがって、人々が不安を感じて情報を求めた際に、その情報がリスク面に偏っていたり、情報に
対する信頼感がない場合に、不安が減少せず、むしろ高まってしまう可能性があると考えられる。また、
Sugimoto ら 19) は、福島の住民の原発事故のメディア消費と健康不安について調べており、伝聞（うわ
さ）や地方紙（新聞）の情報の利用が放射能や健康への恐怖の強さの増加に影響している一方、放射能
等についての研修の参加は不安を軽減したと報告している。この論文では、全国紙に比べて地方紙は信
頼できる情報の量が少なかったことが影響したのではないかと考察している。伝聞では必ずしも正確な
情報を得られるわけではないことからも、情報が信頼できるものかどうかということが、不安の軽減に
は影響していると考えられる。また、研修会は、一般的情報だけでなく、その場に参加した被災者の不
安やニーズに合った形で提供できたことが不安の軽減につながったことから、一方的な情報の提示だけ
ではなく、個別の不安に答えていく相談窓口の存在が重要ではないかと思われる。
本調査では、サンプルが便宜的標本（convenience sample）であり、代表性に乏しいことと、被災
地域以外の対照群が欠けていること、サンプル数がそれほど大きくないこと、不安の評価に標準化され
た尺度を用いていないことなどの限界がある。また、PTSD が疑われるレベルの IES-R 高得点者の割
合が低かったことから、重度の心的外傷反応をきたした学生では登校困難であり、対象に含まれておら
ず、このような重度の心的影響を受けた被災者の反応は反映されていない可能性がある。
本調査はむしろ、平時において健康な一般学生の東海村臨海事故に対する不安と対処行動をよくあら
わしたものであると言える。この調査の結果から、不安を感じている被災者は情報の収集を直後から積
極的に行うことが想定され、その際、メディア等から一方的に提供される情報だけでなく、被災者個々
の状況を踏まえた上で不安に対応できる窓口や、より正確で客観的な情報を信頼できる情報源から速や
かに提供することが必要であると言える。この調査でも専門家や行政に相談した人はわずかであったが、
これらの窓口は客観的な情報を提供できるとともに、対話形式で不安に答えることができる場所である。
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このような窓口が十分に広報され、被災者がアクセスしやすい形で提供することを今後検討できればよ
いのではないとと思われる。
 
結語
東海村臨界事故現場から比較的近い（16km 圏内）に位置する大学の学生を対象に、事故から 1 か月
後の急性期における心的外傷反応、不安反応および、対処行動について自記式のアンケート調査を行っ
た。PTSD が疑われるレベルの強い心的外傷反応をきたした学生は 3.9% であり、同じ時期に行われ
た高校生を対象とした調査 14) よりは低い割合であった。IES-R の高得点群（≧ 20）の危険因子は、「男
性」、「将来の健康の問題への強い不安」、「野菜など食物への強い不安 )」であり、事故に関する強い不
安が心的外傷反応に関連していることが明らかにされた。また事故に関する不安の強さに関連する因子
は、「事故直後の強い不安」、「屋内退避経験」、「TV、新聞、ラジオでニュースを関心持って読んだり、
視聴した」、「友人と話し合った / 相談した」の４つであった。事故直後の不安がその後の事故に関連す
る不安と関連していた。また、放射能が目に見えないことから、実際の事故地からの距離ではなく、屋
内退避を経験したという認知のほうが不安につながったと考えられる。不安の強い人では、情報収集や
問い合わせ、友人や家族との話し合いを積極的に行うことが多かったが、TV や新聞等のメディアの一
方的な情報や友人との話し合いは不安を軽減していない可能性が示された。
本調査の結果から、原発事故に対する心的外傷反応には事故に関する不安が関連しており、放射能に
よる健康障害等の事故に関する不安は情報を積極的に求める行動に関連していることから、事故直後よ
り住民が、信頼できる情報源からの客観的な情報を入手できるようにすることと、一般的ではなく、個々
の被災者の不安の内容に応えられる相談窓口の必要性が示唆された。
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3 IES-R
 S.E.  Wald OR 95%CI p  
1)  1.60 ( .51) 9.76 4.95 1.82 – 13.50 .002 
2) 1.56 ( .52) 8.89 4.74 1.71 13.17 .003 
2) 1.35 ( .52) 6.87 3.87 1.41 10.65 .009 
S.E. ; standard error, OR: Odd ratio, CI: confidence interval 
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